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はじめに

これ まで北東 アジアーサハ リン研究会の研究調査 においてい くつかのテーマを別々な

形で毎年報告書 にまとめて きた。第1回 目には 「サハ リンでの住 宅産業 の現状 と北海道

企業 の進 出可能性」、続いては 「韓 国の釜 山港の躍 進 と北海道港 との連携可能性」、そ し

て昨年度 には 「北海道観光の国際化 と韓 国か らのインバ ウン ド観 光客の増 進方策 」 につ

いてで ある。一見 する とバ ラバ ラのテーマに思えるか も しれないが、実はグ ローバル化

と北海道経済(産 業)の 活性化 とい う一貫 したテーゼ に則 って これ まで調査研究を続 け

て きた。今回は3年 間の科研費調査の完結版 に相応 しく、 これ らの個別 のテーマ をグロ

ーバ ル化 とい う視点 に一潜 りに してみ ようと思 う
。そこで北海道の将来 を担 う産業 と し

て注 目されてい るIT産 業 と物流部門 を中心にグローバル化への対応策 を考えてみ るこ

とに したい。

第一節 グローバル化の再考察

(1)民 族 一国 家(nation-state)の 影 響 力 の 弱 体 化

貿易や為替取 引で見 られ るように、国際的規範や国際機構 の決定が特定の国の行動 を

制約す る。 さらには、 国境 を越 えて発生す る汚染の ような環境 問題、麻薬 と国際的な組

織的犯罪、AIDSの ような伝染病、不法移民、貧困問題 な どた くさんの難題 が民族国家

の範疇 を超 えて、 その解決策 を求め られ る。 また、国際舞台での影響力 を高 めるた め、

自らの主権 を相当部分犠牲 しなが らも、経済共 同体 を結成 す る。グローバル化は このよ

うに民族国家の力が相対的 に弱 くな り、 国境 が低 くな る過程 と して理解 するこ とがで き

る。 この意味 においてグ ローバ ル化 はボー ダー レス と同義語になる。
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すなわ ち、 グローバル化は国境 がな くな り、領土の概念 が薄れてい く過程で、その結

果、人 々の間 に距 離 と国境 を越 える関係が形成 され るようになる。(J.Scholte,2000)も

ちろん現実 的にい うと、国境が消 えてな くなるのではな く、低 くなる と言 うことを意味

し、領土 の重要度が過去の ように絶対 的な物でな くな りつつある ことを現 す。 とりわ け

ボーダー レス とは規制緩和 と深 い関わ りをもっ概念 として理解 で きる。 国境 の経済的意

味は商品 と資源の移 動 を制限する ことで、貿易お よび投 資における規制緩和 や 自由化 は

商 品、資源、人間の移 動 に対する規制 を低 くし、国境の意 味 を弱 くする。

グローバル化 のも う一つの側面 は、時間 と空間の短縮現象 として理解 するこ とで、 こ

れは他 な らぬ技術革新 に起 因する。90年 以降爆発的に進 歩 した情報通信技術 は破格的な

通信 コス トの低廉化 を もた らし、地球 の反対側での出来事 を瞬時 に把握 する事がで き、

遠隔地 間の情報 のや りと りやコ ミュニケー ションが容易 になった。 いまでは言語 と時差

だけが唯一残 されたコ ミュニケー シ ョンの障害 となった。社会学で は、 グローバル化 を

次の ように定義 す る。「グ ローバル化 は社会 的な関係 と取引 において の空間構 図の大転

換 プロセスで、 国家 間、地域間の資源移動、ネ ッ トワー クの拡張 と権力 の相互作用 を伴

うものである。」(Heldetal,1999)

これ らの概念 をまとめ るとグ ローバル化 は以下 のように定義づけ られ る。

「グ ローバ ル化 は国境が低 くな り、時間 と空 間が宿 小され地域 と国家間 に相互関係 が増

加 し、取 引及び往来の頻度 と量が急増 し、 これに ともない多様なネ ヅ トワー クが構 築さ

れ人間 関係、経済社会構造及び国際秩序 が大 きく変化す る過程であ る。」

(2)グ ローバ リゼーシ ョンの背景

い ままで部分 的 に指 摘 した よ うにグ ロー バル化 が現 れ る理 由 と して い くつ かの要 因

を挙 げ られ る。 まず一っ に、規制緩和(deregulation)が 取 引、特 に貿易 と投 資を促進

させた点である。1993年 のGATTの ウル グワイ ラウン ドでは従来 の貿易及 び投資 障壁

の撤廃(低 下)に 加 え、特許、登録 ブラン ド、著作権 な どの智識財産権 に対 して もよ り

強力な保護 が約束 され、 このように拡大 され た国際取 引を監督 するためにWTOが 創設

された。この ような努力 の結果、先進国 の平均関税 率は1950年 代 の20%水 準か ら2000

年 には3.9%に 低 下 され、多 くの国家が外 国人投資 に対 する規制 を大幅 に緩和 して いっ

た。これ らの法的 ・制度的 な規制緩和 は市場のグ ローバル化 と生産の グローバル化 を促

進させ たので ある。

二 つ 目の理 由は技術、 と りわけ情報通信技術(IT)が 時間 と空 間を短縮 させた点であ

る。貿易 障壁 の緩和 が市場 と生産 のグローバ ル化 を促進 させ た とした ら、IT革 命 はそれ

を現実 のものにす る土台 を作 った。マイクロプロセ ッサの登場は低 価格 で高性能 の計算

を可能 に し、これが基盤 とな りコ ミュニケーシ ョン技術 が急速 に発展、現在は衛星通信、

光 ファイバー、イ ンターネ ッ トの基盤 となった。その中で もイ ンターネ ッ トの発展 は凄

まじいもので、1990年 に焼 く100万 人のユ ーザ が接続 していたのが、2000年 には1億

5千 万人が世界各 地で接続 してい る。(Hill,2000)こ のイ ンターネ ッ トの発達で世界 を

80



一つ に束ね る情報の大動脈 が形成 され た
。

三つ 目の理 由と して、冷戦の終息 をあげ られ る。第2次 世界大戦後 の資本 主義 と社会

主義の対立は1990年 代 に入 り社会 主義 国家 の没落で幕 を閉 じ、社会 主義の盲主だった

ソ連 は15の 独 立国に分解 される ようにな り、残 りの社会 主義 国家 は急速 に和解 され た。

その結果、 自由市場経済の理念が支配する新 しい世界秩序は唯一の超強国のアメ リカに

よって主 導され るようになった。冷戦時代 か らのアメ リカの主張であ る 「オー プンな覇

権主義 」に基 づ き、IMFやWTOの よ うな多者間機構 を通 して規律 がつ くられ、一方で

はG7の ような集 団意思決定がモ ノを言 うようになった。いずれ に して も21世 紀初 めの

世界秩序 はアメ リカの価値観や伝統 に基づ くルールに乗 っ取 ってゲー ムが進行 されてい

る。

グ ロー バル化 の促進要 因 として多国籍企業(MNE)を 抜 きに して議論す るこ とはで き

ない。MNEは グローバル化 に影響 を及 ぼす反 面、グローバ ル化 によって ビジネスチ ヤ

ンス を迎 え る。例 えば、規 制緩和 と情報化 はMNEに とって格好 の事業機 会 を意味す る。

特 に競争力のあ る企業 は 自社 のコアコ ンピタンス を海外 で活 用する絶好 のチ ャンスで あ

る。情報化社会での企業 の競争力 は智識 べ一スの無形 資産である。 この ような知的資産

をコアコ ンピタ ンス と して持つ企業 は海外市場 にてあ ま り費用 をかけずに事業 を拡大で

きる。バー ノンがかな り以前に指摘 しているように、ボーダー レス化 すなわち、権 力が

民族国家か ら多国籍企業へ移転される ことを意味 する。(Vernon,1971)し か し競争 力の

弱い企業で、特 に関税や政府の保護 に大 き く依存 して きた企業 に とってグ ローバル化 は

大 きな脅威 となる。

一方
、MNEは 規模 の経済 を通 してコス ト優位 を実現 させ るため に国際的な標 準化戦

略 を追 求 し世界各 国にお いて 同 じ製品、 ブラン ド、広告 を流 す。その結果、世界各国で

同 じ商 品や広 告 に出会 う消費者は消費パ ター ンが均質な もの にな る。(Levitt,1983)言

い換 える と、 マク ドナル ドのハ ンバー ガーが世界 市場で の需要 の均質化 とい うグローバ

ル現象 をさ らに促進 して いるので ある。

少数の競争 力のある企業 が世界市場 を席巻 し、い くつもの産業 にて寡 占状態 を引 き起

こす。 この意味 において、鄭は 「世界 市場で10大 企業が50%以 上の シェアを もつ産業

をグローバル産業 」 と言 う。(鄭 球鉱,2002)競 争力のあ る企業 は よ り高 い収 益を上 げ、

そ うでない企業は相対的 に失敗 と貧困の奈 落に落 ちるのがグ ローバル化 の もう一つの側

面でもある。

(3)グ ローバル化の機能 と逆機能

① 国際金融市場の活性化

1970年 代 にはいって、各国が比較 的に閉鎖 的な経済運 用か ら脱皮 し、資本統制装置を

徐 々に撤廃 してい く。その結果、技術、金融、情 報の国際化 が進展 してい き、冷戦後 に

は資源(資 本)移 動における人為的な障壁が大幅に取 り除かれ た。そ した ら全世界 に散
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らばってい た投 資家集団が一緒 になって活動 し始めるよ うにな り、 巨大 なグローバル金

融市場 を誕 生 させた。現在 はこの巨大資本がイ ンター ネ ヅ トとい うターボエ ンジンを装

着 し、サイバースペースにその活動領域 を広げていった。

この ような土台の上 に世界金融市場は過去15年 間爆発的な成長を遂げた。1985年 以

降世界 の為 替 と国際有価証券 の取引額 は10倍 増 え、現在1日 の取引額 は1兆5千 億 ド

ルに達 する。 この巨大金融市場で最先端 の電子装備で武装 したプロフェ ッショナルな投

資家集 団が24時 聞体制で よ り高い収益を求めて地球 を何周 も回る。例 えば、米 ドルを

円に替え、 またスイス フラ ンと交換 した後、 ドルに替 える というこ とを数分間でや って

のけ る。ある統計 による と、一般貨 幣以外 にも7万 種類 の有価証券 がネ ッ ト上で取引さ

れている と言 う。(Martin,1997)

このよ うな過度な流動性の増加が国際的な投機者 を呼び寄せて世界経 済 を不 安 に陥れ

る。1997年 に東 南アジア、韓 国、ロシァな どに起 きた金融危機 は こう した短期 流動資金

(hotmoney)が 引 き金 となったこ とは周知の ことである。

② 民族 と文化 のア イデ ンテ ィテ ィ

グローバル化は人々の故郷 、家族、 国家に対す る帰属感 を減 少させ、競争 を促進 させ

るので ス トレス を誘発す る。世界 には多様 な習慣、伝統 、夢 をもつ人々がいる。各 民族

に とって彼 ら固有のアイデ ンテ ィテ ィと帰属感 とは生 きるとい う根 本に関わる部分 とし

て、世界 の中で彼 らが示 してい る位 置 と意味 を与 えて くれ る。人 々が所属 してい る家族 、

地域社会、民族 、宗教 な どは個 々の人 々に とって安 ら ぐ場を提供 し、他 民族 と対立 する

時や、協 力 し合 う時に 自信 と安堵 をもた らす。

この ようなアイデ ンテ ィテ ィが剥奪 され た時、人々は強 い怒 りと苦痛 を感 じる。 もち

ろん心の拠 り所 を守るために人々は努力 を惜 しまない。なぜ な らば、 アイデ ンテ ィテ ィ

は、肉体 に とって食べ物 の ように、人間の心 にとって無 くてはな らない栄養素 として、

プライ ドと帰属意識 を もた らして くれ るか らである。 したがって、 グローバル化の うね

りの中で国家の存在や アイデ ンテ ィテ ィが弱 まる ことは確 かだが、な くなる ことはない。

レビッ トの主張 のように、長期的 にはグ ローバル かは世界需要の均質化 をもた らし、

世界 文化 の収敏 を促進 させ、アイデ ンテ ィテ ィが脅威 にさ らされ るようにな るか も知れ

ないが、 まった くアイデ ンテ ィテ ィがな くな るとは考 え られない。む しろその反動 と し

て、他 の人 とは違 う物 を消費 したい欲求が強 ま り、 よ り個性化 を主張す る集団が登場す

るもの と思わ れる。 しか しなが ら、アメ リカの大衆文化が急速 に世界の若者 に浸透 して

い ることや、 また中 ・上流社会の消費文化 が世界各 国で差がな くな りつつあ るとい う現

実を見て も、 グローバル化がその国の文化 やアイデ ンテ ィテ ィを変える と言 う主張 は納

得 で きる。加 えて、麻 薬、国際犯罪、 売春、伝染病な ど人々 に害を及 ぼすモノ までが、

グローバル化の進展 とともに急速 に拡大 する。 この ようなグ ローバ ル化 の負 の遺産 も伝

統社会 と価値観 を脅威 に陥れ る。
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③ 公平性と所得格差

1990年 代 以降、即ち、グローバル体制 が冷戦体制 に取 って代 わった時以来、先 進国で

の所得格 差がむ しろ広 がった と主張 されてい る。その理 由 として様 々な こ とが考え られ

る。効 率性 を求めて企業 が リス トラを実施 する。技術革新 に伴 い非熟練労働 者に くらべ、

ホ ワイ トカ ラーの報酬 が高 くなる。労働組合が弱体化 する。開発途上国 か ら先進国への

移民が増加 す る等々。

特 にあ らゆる産業 にお いて、勝者だけがその産業 を支配 する一 人勝 ち 「winnertakes

all」現象が益々顕著 にな って くる。特定 の産業 においての一位 の企業 は巨大 なグローバ

ル市場 を確保で きるようにな り莫大 な利益 をあげ られ る。一方、競 争力や名声 が及 ぱな

い企業は少ない売上 と利 益に甘ん じる ことを強い られ る。 この意 味 においてグローバル

化 は、世界規模の勝者独 占市場を作 り出 し、所得不均衡現象 を引 き起 こ している。

おそ らくこの所得 不均衡 がグ ローバル体制 を最 も不安定 な ものにする最大 の負の副産

物 である。1998年5月30日 の 「エコ ノ ミス ト」によると、アメ リカの億 万長者 は1982

年 の13人 か ら1998年 には170名 に増 えてい ると報 じている。 また、1999年 のUN報

告書 に よる と、世界 で最 も所得水準 が高 い国に住 んでい る20%が 世界GDPの86%、 海

外 直i接投資 の68%、 世界電話 回線 の74%を 所有 して いる という。一方、世界で最 も貧

しい国 に住んでい る20%の 世界人 口は これ らをそれぞれ1%だ け所有 してい るにす ぎ

ない。(Friedman,1999)さ らに1999年 のUNHD報 告書 に よれ ば、 イ ンターネ ッ トは

確か にグ ローバル ネ ッ トワー ク と して世界 のすべて の人 々を高速で つな げて い るけれ

ど、その利用 者は依 然 と して一部 の先進 国に集 中 してい るとい う。例えば、OECD加 盟

国は全世界 人 口の9%し かないが、イ ンターネ ッ トの使 用では91%を 占める。世界人 口

の23%が 住 む東南 アジア地域 でイ ンターネ ヅ トの使用者 は全世界 のイ ンターネ ッ ト使

用者 の1%に 満 たない。さらに言 うと、技術先進 国は全世界の特許 の97%を 保有 してい

る。 この ようなデ ジタル格差 は今後 さ らに広 がるようにな り、それ とともに世界 の貧富

格差 も益々広がる ようにな る。

この ようにグ ローバ ル化は貧 富の差 を広 げ る役割 をは た してい る ことは事 実だが、

我 々の生活水準を よ り豊かな ものに して くれたの も事実であ る。言 うまで もな く、 グロ

ーバル化 によって
、MNEに よる開発途上国への投資が増 え、雇 用が促進 され、所得 が

高 くなる。従 って、 グローバル資本主義は世界 の貧民層 を中産層 に引 き上げた ともいえ

る。ただ、 グローバル ゲー ムでの優勝 者はそ うで ない人 々か らさ らな る遠い ところ に行

って しまった とい うこ とになる。言い換 え ると、相対的貧 困は多 くの国や地域で益々深

化 しているが、絶対的貧 困は小 さ くな っているので ある。
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第二節 グローバル産業と日本企業の対応

グローバル産業は様 々な定 義が可能 だが、一つの方法 と して 「一物一価」 の原則 を適

応 する事がで きる。 も しも全世界 でマーケ ヅ トが統合 されているな らば、 同一の製品 に

対 して 同一の価格 が適 用される。 ボー イング社が作 る航空機 がこれ に相 当す る。マ ッキ

ンジー社の推定に よる と、 世界 的にこのような 「一物 一価」 の原則 が適用 され る産業は

20%未 満であ る と指摘す る。(Lowell,1999)グ ローバル産業 を定義 するもう一つの方法

は市場の集 中度 による もので、世界的 に少数の企業が多 くの国の市場 を支配 してい る場

合 をグローバル産業 と定 義するもので ある。例 えば、グローバル産業 とは、10個 の企業

が世界 市場 の50%以 上のシェア を持つ場合 と して定義 するこ とがで きる。乗用車、半導

体、製薬、会 計監査 、石 油、携 帯電 話、コー ヒー、PC等 が この ような産業 に当ては ま

る。

例 えば製薬産業の場合、製薬会社 の競争力 は新薬 の開発能力 によって左 右 されるのだ

が、新 しい薬 が市場 に出 るまで には、数億 ドル の開発及びテ ス ト費用 がかか る。1990

年 にこのよ うな新薬の開発 と販売能力 を持っ企業 は世界で約25社 あったが、2000年 に

は10社 に減 って いる。そ の理 由は、バイオ分野 での技術革新の加 熱 と世界 市場 の統合

の加速化 によって、90年 代 を通 して多国籍製 薬会社 間のM&Aや 戦略的提携 が相次 いで

行われ たか らであ る。今では約10社 が世界市場を支配 する寡 占産業 にな ったのであ る。

この ような現象は乗 用車の分野で も同様 に現れてい る。1995年 には世界全体 で、小型

か ら大型 までの製 品ライ ンをもち、新車 の開発能力 を有 する 自動車会社 は21社 あった

が、2000年 にはその うち9社 がM&Aや 戦略的提携 によって経営権 が弱 くなって しまっ

た。 日産のル ノーへの買収は まさに 自動車立国 日本 にとって、シ ョッキ ングな出来事で

あった とともに、70年 代 や80年 代 に通用 した日本企業 のグローバ ル効率化 やそれ を支

えて きた 日本的な経営環境(終 身雇用、年功序 列的な賃金 ・昇進制度な ど)が もはや世

界でその神 通力を失った ことを余 日に表す例 とな った。

90年 代 に入 って グローバル化が加速された理 由は次 のよ うに考え られ る。先ず、人為

的な参入 障壁 の撤廃が挙 げ られ る。例えば、通信産業は従来殆 どの国で 自国企業 にのみ

事業機会 を与 えて きたが(日 本 のNTTの ように)、90年 代 に入 って外 国企業 に門戸を開

放する ようになる。 同様 に、港湾、道路 、電 力、鉄道な どの産業イ ンフラ産業 も90年

代には大 幅に民営化 され、規制緩和 されて いる。もう一つの原 因は、IT革 命 によ り既 存

の産業 にお いて も技術革新の競争 が促進 され、 その結果、企業 にとって研究 開発 のコス

トがかな りの負担 とな って きている。その負担 を軽減す るため にM&Aを 組む。 また一

方において は、空問の克服コス トが減 少 し、 グローバル経営 が比較 的にや りや す くな っ

たこ とが挙 げ られ る。例 えば、世界 的に数百、数千 の企業 をネ ッ トワーク と して連結 し、

いわば グローバルサプ ライチ ェイ ンを運営す る事が今で はイ ンターネ ヅ トと通信技術の

発達 によって比較 的少ないコス トでで きるようになった。

世界経済のなかでグ ローバ ル産業 が占め る割合 は まだ20%弱 だが、今後の規 制緩和 の
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スピー ド、技術革新 、そ して各の企業 の戦略如何 によっては、その比重 が大 幅に増 える

可能性は ある。従来は典型的な ローカル産業で あったビール業界 や食 品産業 で もハ イネ

ッキ ンや コカコー ラの ような グローバル企業 が登場 したのは レビッ トも指摘 した とお り

だが、 リテール分野の カル フールや ウォルマ ッ トがすで に世界的なネ ッ トワー クを構築

している し、電力や港湾 な どの社会間接資本分野 において もABBの ような超国籍 企業

が台頭 している。 このよ うな例は後 を絶 たない。従 って、企業 に とって グローバル化へ

の対応 は 自社 が属 して いる産業が グローバルか否か を判 断するので はな く、 どんな産業

において も どのよ うに した らグローバル化 をいち早 く推進 して先発優位 を確保す るか、

あるいはこの ような戦略 を遂行す る資金的、人的余裕 がない企業 に とっては、 どう した

らグ ローバ ル企業 に対抗 して競争優位 を確保するかに絞 られ る。

企業 がグ ローバル寡 占産業で生 き残 るのは容易ではない。既 に指摘 したよ うに 自動車

産業では世界的な競争社 が12社 しか残 っていない。結局 は6社 程度 が将来生 き延び る

だろう と言 う予想 も出てい る。 この厳 しい状況の 中で、第2、 第3の 日産 にな らないた

めには どの ように した ら良いのか、 答えは簡単で はない。おそ ら く今 までの競争力 とは

遙か に異な るプラスアル ファが必要 とされ る。特 にここ数年 間の 日本企業 の グローバル

対応はIT分 野でのブ ロー ドバ ン ドの遅れで見 られ るように、世界 の変革 ス ピー ドにつ

いていけない場面が多 くみ られる。80年 代 に 「ボ トムア ップ経営」や 「参加型経営」 と

して賞賛 されてい た日本企業の 「満場 一致型」意思決定 システムや根 回 しの仕組 みがい

までは足手 ま とい にな り、置いて きぼ りを食 って しまうケースが続 出 してい る。

本稿では、 とりわ け北海道企業 の例を とって、 この難問の糸 口を模 索 してみ ることに

する。筆者 は昨年度 に 「韓 国等ア ジアIT企 業 との連携方策調査委員会」 と 「北海道 と

極 東 ロシア、韓 国間の経済 ネ ヅ トワー クの構築に関する調査委 員会」 の委員 として韓国

とサハ リンに調査 に行 き資料収集や ヒア リングを行 った。 ここではその調 査結果を踏 ま

えてIT産 業 と物流 部門のふたつの分野 において北海道企業 のグ ローバル対応 を検討 し、

その対応策 にっ いて提言 するこ とにす る。

第三節 北海道企業のグローバル対応

(1)IT産 業での連携

これ まで多 くの北海道IT企 業 は、 国内、特 に道 内の市場や 企業 を視野 に入 れた戦略

を展開 して きた。 しか し、近年のグローバ ル化やボーダー レス化 が急速 に広 が り、多 く

のアジア企業 の参入が増加 してい る。 と りわけ台湾や韓国の企業の躍進 が顕 著 と言 えよ

う。韓 国 ・台湾企業は 日米欧か らの技術移転 と自らの研究開発 によって、製 品開発や生

産技術 の競争 力を大幅 に高 めてい る。生産コス トが小さい こ とか ら世界 市場 への進 出は

目覚 ま しく、半導体、パ ソコン、携帯 電話、家電製品 といった組 立生産 にお いては アジ
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ア地域 において著 しく大 きなものにな って きている。

これ まで海外 に殆 ど目を向けることがなかった北海道IT企 業 に とって、 アジア地域

の企業 を筆頭 に海外 か らの参入は さけ られな くなった。 しか も早い うち にその対応 を求

め られている とも言える。対応 と しては、 大 き く言 って、対決か協調 す るかの選択肢 が

ある。勿論 どっちを とって も個々の企業 の戦略如何 によって結果 が異な ると思 うが、 こ

れまで どち らか という とニ ッチ分野に特化 し、東京 を中心 と した国内マーケ ッ トに限定

した競争 を して きた大多数の北海道IT企 業 に とって、グ ローバル な競争 の中で成長 し

ている韓 国 ・台湾等のア ジア企業 をうま く活用 してア ライア ンスを くむのが よ り得策 の

ような気が する。例 えば、技術開発 ・製 品おいては韓 国企業 との連携、 また生産活動 に

おいて は台湾企業 との連携 を模 索する。

① 台湾IT産 業の実体

台湾は国を挙げての産業政策 として、家電製品か ら始 ま り、半導体 を中心 と したコ ン

ピユー タ部品及 び情報機器製 品の生産基地 として、既 に 日米欧 メー カー のOEMを 担 っ

てい る。例 えば、世界 のノー トパ ソコンの半分以上が台湾で生産 されて いる。工業 団地

として、1980年 に新竹科学工業園 をっ くり、現在300社 以上のIT企 業が集積 し、9000

億元(約3兆6千 億 円)の 売上 げを生み出 している。 また、2000年 には南港 ソフ トウ

ェアパークを開発 し、 コ ンテ ンヅや ソフ トウェアにもシフ トしつつ ある。

図1台 湾からの情報機器輸出動向

300

250

200

150

100

50

0

億ドル

239.1

280.6

ロその他

ロ日本

ロ欧州

ロ米国

一

58.8

-

46.8

-

85.2

-

89.8

一

一

一

一

一

「

21t3211.8

一

51.4

-

29.2

-

72.4

-

86.1

一

44.4

-

18.6

一

41.1

-

16.8
}

69.3

-

84.6

154.8

182.7
-

38.6

-

22.2
-

56.5

-

65.4

92
106.7

一

一

33.9

-

18.4一
62

『

86.3
一

而
=

31.5

-

47.5

2.7

24.1

=

33.9

-

42

6.7

1

45.7

-

56.8

匿 . , 1

1993年1994年1995年1996年1997年1998年1999年2000年

出所;台 湾財政部

86



図2台 湾の情報機器 生産 台数の世界に占めるシェア(2000年)
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出所:台 湾情報通信工業推進会市場情報センター

5年 後 を目標 に して、 ワイヤ レスデー タ通信端末は世界 シェア1位 、TFT・LCDは 世

界 シェア2位 、半導体 と情報家電製 品は世界 シェア3位 以内を掲 げて いる。特 に中国大

陸にお ける生産 と開発 をマネ ジメ ン トす る事に台湾 の優位性 を引 き出 し、低 コス ト実現

に よる競争力発揮 が方 向性 として示 されている。北海道IT企 業 と しては、生産委託先

として台湾企業 との関係 を作 るこ とは十分可能だ し、 それ 自体 に敷居は低い。仲介企業

も多 く、 日本語 に よる情報提供 も少な くない。ちなみに、社 団法人台北市 コンピュータ

協会(TCA)で は、台湾IT産 業 の動 向、企業情報、製 品情報 な どを発信 するために 日

本語 ウェブサイ トを運営、 台湾企業 との仲介役 を務めている。
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図3台 湾 の情 報 通 信 産 業の発 展 ビジョン(国 内生産 額 予 測)
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図4台 湾の情報機器生産における中国大陸での生産比率(2000年)
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② 韓国IT産 業の実体

韓国 のIT産 業で注 目され るのは技術系ITベ ンチ ャー企業で ある。創業者 が修 士 ・博

士号 をもつ高学歴者で、大学や公 的研究機 関及び大企業 の研 究所 で 自ら開発 した技術(情

報通信、ソフ トウェア)を 有 して ス ピンア ウ トしたケースが多い。その背景 として、1997

年に訪 れた韓 国経済 のIMF危 機 以降、財 閥企業 の解体や倒産 に伴い優秀 な研究者 ・技術

者の流 出 と、政府 によるIT産 業へ の重点投資が挙げ られる。2000年 に入 って、ITバ ブ

ル感 があった ものの、2001年 か らは再び高い技術 力に裏付 け られ た製品開発型ベ ンチ ャ

ー企業 が頭 角を現 して いる。また、韓 国はADSLに よるイ ンターネ ッ トのブロー ドバ ン

ド化 が世界 で最 も早 かった ことか ら、 ネ ッ トを利用 した多様 な ビジネスモデルが続 々 と

事業化 され る市場 で もあ る。

図5プ ロードパンド世 帯普 及 率(2000年4月 ～9月 時 点)
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出所:電 通総研編「情報メディア白書」のDSL/CATVイ ンターネット世帯数より推計

ITベ ンチ ャー企業の集積 地 と しては、ソウルの江 南に位 置するテヘ ランバ レー と筑波

の ような科 学学園都市 として開発 され た大 田市の大徳バ レーが有 名である。特徴 として

は、テヘ ランバ レーはネ ッ トビジネス展 開の拠点 として固有 のソ リユーシ ョンの提示 を

売 りにす る、いわばマーケテ ィング的ベ ンチャーが多 く、一方大徳 バ レーには技術系ベ

ンチ ャーが多 く集積 してい る。大徳 バ レーには中小企業庁が移転 し、IT研 究部 門の最高

峰 であ る電子情報通信研究 院(ETRI)、 技術系大学院 と して多 くの有能 な技術者 を排 出
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してい る韓国先進科学技術研究所(KAIST)、 この他 にも三星(サ ムソ ン)電 子をは じ

め とする大手 メー カー の研究所が数多 く立地 して いるので、技術 系企業 の製 品開発 に と

って打 ってつ けの環境が整 ってい る。大徳 バ レー に関す る様 々な情報 を(日 本語で)提

供 している大徳ネ ッ ト(ベ ンチ ャー企業39社 余 りが 出資 ・設立 した民間企業)の 最新

ニユー スを見て も、成 果 を挙げているベ ンチャー企業が増えている ことが伺 える。

表1大 徳ITベ ンチャーの輸 出実績(過 去4ヶ 月間)

企業名 主要製品 輸出先 輸 出額一

ジェニテツク 半導体工程装備技術 オランダ 数百万ドル
オ ー デ イ ー テ イ ー 液晶画面製品 GE、 モ トロー ラ、HP等 700万 ドル

ジー シー テ ッ ク アー ケ ー ドゲ ー ム 米国、日本(国 際産業開発)

欧州、アジア

3000万 ドル

ネッ トピジョンテレコム インターネット接続装置 米国、中国 2200万 ドル

シミュライン トレ ー ニ ン グ シ ミ ュ レー ター 日本(天 竜工業、 日本タイ トー) 500万 ドル

イ マ ー シ ス 3D音 響 ソフ トウェア 日本(ラ ン ドボー ト、ヤ マハ) 130万 ドル

レイ トロン 赤外線通信受信部品 中国 500万 ドル

アイセミコン 半導体欠陥分析ソフトウェア 台湾 100万 ドル

マイクロウェッブ ネッ トワークカメラ 日本(松 下)、 米 国 、ボ ルトカ'ル 20万 ドル

(試作品)

チ ュウンネット 超高速公衆インターネット カナダ 200万 ドル

ジ ー ジ ー21 車両用GPS端 末 日本(伊 藤忠商事)

③ 北海道企業との連携可能性

韓国IT企 業 、台湾IT企 業 それぞれの強み を勘案 して、北海道IT企 業 に とって、連

携の狙 いは次の ように整理 で きる。

● 韓国企業 との連携 の狙 い=ユ ニー クな製品 による競争 力向上

・ 韓国か ら製 品を もって きて 日本市場向けのカスタマイズ

・ コ ンテ ンツ(ゲ ームな どの共 同開発)に よる韓 国市場進 出

● 台湾企業 との連携 の狙 い=生 産コス トダ ウンによる競争力 向上

・ 製 品の生産(小 ロ ッ ト可)を 委託生産

・ 中国市場進 出に向けての前段 階の先行投資
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以上 、韓 国 と台湾 では、 それぞれの強みが異なる ことか ら違 った狙 いの連携 を くな こ

とが可能 にな る。

その際の一番の問題は、いかに して信頼 を置 ける連携 のパー トナー を見 つけだすかで

ある。既 に指摘 した通 り、台湾 には既 に多 くの 日本企業 が進出 してお り、向 こうで のビ

ジネスの仕組み に熟知 してい る商社 やコーデ ィネー ター企業 も多い。既 に北海道IT企

業で も小 ロ ッ トで委託生産 して くれる こととロー コス トのメ リッ トか ら台湾企業 に生産

を委託 した経験 を有す る企業が複 数い る。 しか し韓 国の場合 には事情が少 し違 う。お互

いの情報が基本的 に不足 してい る様 に思え る。これまで北海道IT企 業 は国 内市場(特

に東京)の みに 目を向けて ビジネス して きた ことによ り海外 に(特 に韓国)殆 ど知 られ

ていない。さ らに言 う と、道 内企業は もち ろんの こと、 日本企業全体 として プ レゼ ンス

の弱さ、あ るいはプ リゼ ンテー シ ョンのまず さを指 摘 しなけれ ばな らない。 また、 日本

の 中には どう して も韓 国IT産 業 につ いて過小評価する傾 向が見 られる。従 って、両者

間の情報ギ ャップを埋 める ことが何 よ りも大事で、筆者はこの業務 を当面の間、韓国の

コーデ ィネー ト企業 に委託 するこ とを提案 する。その理 由は 日本語がで き、さ らにはIT

技術 の専門用語や ビジネスの仕組み を分 かってい る有能なコーデ ィネー ターが、結構育

って きて いるか らで ある。(例 えば大手企業 の 日本支社勤務経験 を もって スピ ンア ウ ト

し、設立 したビー トヒル社 な ど)勿 論、将来 に向けては これ らのコーデ ィネーター機能

を北海道で育て上 げな ければな らない。高 い専 門知識 と卓越 した語学力があ って、抜群

のフ ッ トワー ク と幅広い人的ネ ッ トワークを有 するひ とを長期的な ビジョンの元で育て

上げる。グローバル化の 中で北海道企業が生 き延 びる、 も し くは飛躍的 に成長す るため

に欠 かせな い財産 にな る と思われ る。

(2)物 流ネ ッ トワークの構築

① サハ リンプロジ ェク トの動 向

筆者は これ まで、ことある度 に、北海道 と極 東 ロシア(サ ハ リン)そ して韓国(釜 山)

を結ぶ物流 トライア ングルの構築 を主張 して きた。既 に韓国釜 山港の現状 や韓国船社 の

動向は以前詳 しく紹介 してい るので ここでは省略 するこ とに して、サハ リンの物流 動向

を中心 に3地 域間 の協力可能性 を探 ってみる。現在サハ リンでは、すで に1999年7月

よ り原油生産 を開始 し、2005年 の原油の通年生産や、2006年 のLNG生 産開始 を目指

すサハ リンー2、及 び2005年 の原油生産 を目指すサハ リンー1の 両 プロジェク トを軸 に

して、活発 な動 きを見せて いる。

これ ら計画 に伴 う物流の概要 については、サハ リンー2プ ロジェク トで公表 されてい

るほか、主な入札 予定案件 か ら類推す るこ とがで きる(表2～4)。 つま り、2つ の プロ

ジェク トで、2003年 か ら、量的に多 いもの としてパイ プ、LNGプ ラ ン ト関連 の資機材

が考 え られ るほか、多様 な物資がサハ リン州 に輸 送される ことになる。 こう した中で、
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北海道 ～サハ リン州間では、2005年 まで次ペー ジに示す ような物流 が発生 する と考 え ら

れる。

また、パ イプやLNG関 連の資機材 の保管、 中継、組立、輸送業務 も発生す るが、サ

ハ リン州港湾の能力不足か ら、サハ リン州外 の港湾 を使 用す ると予想 される。この役割

を北海道港湾が担 う可能性 もあ るが、 国際 的な競争の中で どの港湾 を使用 するかが決定

され る ことか ら、道内港湾 として、いかに優位性 を確 保 してポー トセー ルスを行 ってい

くかが鍵 とな る。

なお、サハ リンー3以 降のプ ロジェク トの展開 による物流 について も考 え られ るが、

当面は、サハ リンー1及 びサハ リンー-2プ ロジェク トの実績 をいか に積 み上 げるか、あ

るいはサハ リンー1及 びサハ リンー2プ ロジェク トへ の関わ りの経験 を将来 的にどの よ

うに活か してい くかが、将来 の物流量 の増大 に大 き く影 響 してい くもの と考 え られ る。

表2サ ハリンー1及 びサハリンー2プ ロジェクトに関 連 する物 流

要因 物流拡大の可能性等 品 目例

探鉱 、開発 、生

産の各種事業

・採掘現場への近接性という優位性を活かし、日本国内・海外で生産 ・

加工されたプロジェクト関連資機材を中継・加工・修理するなど、道内

港を基地として採掘現場と直結した後方支援機能を担う。

・ただし、距離の近接性のみではなく、サハリン州内港湾、海外港湾との

比較優位性を確保する必要あり。

・サハリンー2の 石油ガスパイプライン整備については整備距離が長大であ

るため、大きな物流が発生する。

リグやプラントパイプラ

イン等の資材、部品

プラント、パイライン

建 設 ・各種 工事用

重機

後方支 援を担う

サハリン州 内港

湾の整備

・サハリン州内の港湾は、狭硲かつ水深が浅く、後方支援港としては不十

分であるため、港湾の整備事業が行われる。ホルムスク港における淡涕

の実績あり。

・特に重機やその部品供給は増大することは間違いない。

港湾の整備工事 関

連の資材、重機

プロジェクト関連

雇用者向けの生

活物資

・プロジェクト関連雇用者(欧 米人)は今後ますます増えることは間違いな

く、彼らが求める品質を持った生活物資は、サハリン州内で賄うことがで

きないため、道内産の生鮮食料品や各種製品に対する需要が期待で

きる。

・韓国や中国などとの価格競争力が課題となるが、質の高いものに狙いを

つけるといった工夫が必要。

食 料 品 、日用 雑

貨 、電 気製 品、自

家用車等
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表3サ ハリンー2プ ロジェクトに伴う物流に関連する事項

〈資機材輸送量〉

① 建設機 材:4,000ト ン、② 組立 式建造 物:各500～1pOOト ン、③パイプ:150,000本 、55万 トン、④ 消費 財 ・

燃料(月10,000ト ン)

〈インフラ整備 予定 〉

項 目 概 要

(1)自 動車 道路、橋 、

水道管の近代化

①パイプライン土壌処 理用 常設道 路(30ヵ 所)、 ②パイプライン土壌 処理 用仮 設道路

(100ヵ 所)、 ③47km新 設 道路 、④ 水道 管敷設 、⑦360,000m3の 砂 利の需要(2003

～2005年)

(2)鉄 道・支線整備

(鉄道管理局)

①400m保 管用支線(18ラ イン)、②港湾方面支線(4,000m)、 ③対象地域の鉄道

整備、④対象地域の架橋・水道管の近代化

(3)港 湾整備
①湊漂作業、② ドックの近代化もしくは整備、③クレーン設備の近代化、④保管用地

の整備、⑤ 自動車・鉄道への引き込み線整備、⑥保管施設の近代化もしくは整備

(4)関 税施設 税関用施設及び保税施設(港湾地域)

(5)空 港

1)ノグリキ空港

①離発着場の整備、②1LSシ ステムの設置、③60名 用待合室の設置、④航空管

制、⑤Mト8ヘ リコプター2機 用格納庫、⑥ヘリコプター駐機施設の整備

2)ユジノサハリンスク空港

①滑走路、プラットフォーム等の補強、②ILSシ ステムの近代化、③貨客取扱規模

の拡大

〈仮設施設〉

項 目 概 要

(1)パイプ保管施設
①18ヵ 所(最 大84,000m3、 最 小30,000m3)

② 必 要施設=引 き込み道 路 、鉄 道支 線 、保 管用地 、排 水整 備

(2)燃 料保管施設

(鉄道管理局)

①地域=コルサコフ、ポロナイスク、ノグリキ

②保管と輸送、③高品質燃料、④高度な安全対策及び環境保全策を要する

〈主な入札案件〉

案 件 備 考

LNGプ ラント、輸 出 ターミナル、道 路整 備 、ピル建 設 、仮設 住

宅建 設 、荷 役 ドック、大規 模 ガス加 工施 設 、原 油 貯 蔵施 設

(約35万m3)、 タンカー荷役 施設(15万 トンタンカー、積 み込

み速 度8,000m3/時)

入札中であり、2002年4月 に落札者決定予定

臨海テクノコンピナートの設計 ・建設 資格審査の段階

ルンスコエAプ ラットフォームの建設 ・設 計 資格審査の段階

ピルトン・アストフBプ ラットフォームの建設 ・設計 テンダーアナウンスメント済 み

海中パイプラインの設計・敷設

陸上パイプラインの設計・敷設

事 務所(従 業 員200人)、 住宅(100部 屋)の 設 計 ・建設 テンダーアナウンスメント済み

道路・橋梁・港湾・保管区域建設工事 ・作業区域 ・施設整

備工事
資格審査の段階
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表4サ ハリンー1プ ロジェクトに関する主な入札案件

案 件 備 考

デカストリ原油 出荷設備、原 油パイプライン、陸上処理

施設

主な案件については、2002年6月 頃までに入札が行わ

れる予定である。以下、同様。

掘 削プラットフオーム"オーラン"の改修 アラスカからソピエツキー・ガワニ港 に輸 送済み

全天候型車両・上陸用舟艇型船舶・バージ・住宅モジ

ュール・本社ピル・2ヶ所の現場事務所

自走式 クレーン2基 、各種車 両 、ディーゼル・ジェネレー

ター4台 、その他資機 材

建設作業用燃料、チャイウォ横断橋梁

各種車両、ヘリコプター、チャーター使用飛行機、砕氷

船、原油汚染除去設備、各種事務機器、S-1コ ンソ

ーシアム用住居コンプレックス建設等

② サハ リンプロジェク ト関連の物流の見通 し

先 に見 たように、 サハ リンー2の フェーズII計 画 にお いて様 々な入札案件 が公 表 され

ているが、 この うち大 きな物流が発生 する案件 として注 目されるのは、 ノグ リキ～プ リ

ゴロ ドノエ のパイ プライ ン敷設で使用 される55万 トンものパイ プであ る。商社、オペ レ

ータ等への ヒア リングによると
、パイプの輸送 にっいては、現段 階では、おおむね以下

のよ うなルー トが想定 され る。

図6想 定されるパイプの輸送ルート

サハ リン州

パイプの敷設現場

灘 雛イ睡 一 場確保
ホルムスク港 つ(コ ルサコフ港ほかも検討)

倉
道内港?(中 継基地として)

ガスパイプ主体

倉
パイプ コーテ ィング

(マ レーシア ・ク ァンタ ン)

-一 一-}r--醐 一■■■一一一一■一一一 一

て「
パイプ製造

(日本の4大 高炉メーカー)

て}貨軌 リ薄

ワニノ港(一 時保管 つ)

倉 鉄道(貨車)

パ イプ製造 ・コーテ ィング

(ロ シア製の もの)

原油パイプ主体

ローカルコンテンツ

もあり、使わざるを

得ない
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また、パイ プ以外で も、堀 削 プラッ トフォー ム、LNGプ ラ ン トといった生 産設備、各

種車輌 や住 宅 ・事務所 といった関連資機 材な どの入札案件 が公表 されてお り、 これ らの

物流需要 も膨大 な ものになる と考 え られ る。ただ し、 ヒア リングで は、パ イプ等の輸送

に関 して、 以下 の ような問題点 もあげ られてい る。

表6パ イプ等の輸送に関わる問題点

●サハリンの港湾には後背地がなく、大型船が入れないため、はしけを使うなどデスデマ(dispatch&demurrage、 早

出料、滞船料のこと)がかかる。それなら、例えば石狩港等にいったん下ろして、3,000tクラスの船で現地まで行っ

た方がよいと考える。

●保管場所については、ブロックに分けた場合、あるブロックは稚内、網走港を使う、あるブロックはワニノ港を使うとい

ったことが考えられる。

●サハリンでコーティングを行った場合、コーティングの検査する場所も問題である。特にガスについては不良品が致

命的なダメージとなってしまう。

●パイプを落としたりした場合、補修をどこでやるかといった問題もある。

●(サハリン州内で)貨車を集められるかが問題である。

●ホルムスク港、コルサコフ港には確かに場所がないが、これは早く通関するという業者の質が問われることになる。つ

まり、港に置かないでどんどん通関して現地に運んでしまうということである。

●コルサコフ港の荷役施設の5SOfOは、減価償却は終わっている(老朽化している)。

一方
、ホル ムス ク商港㈱ 、コルサコ フ商港㈱へ のヒア リングでは、 パイ プ等の保管場

所、荷役能力 については、 ソ連時代の実績 をあげて問題ない としてい る。 しか し、実際

には、保管 場所 については後背地 に限界 もあ り、荷役能力 も施設 の老朽化 が著 しいため、

十分 な機能 を果 たすだ けの能力 を持 ってい るかは疑 問で ある といわ ざるを得ない。

また、今後、新 たに港や用地、荷 役施 設等 を整備 するコス トを考え ると、サハ リン州

の港湾、鉄道 をは じめ とする輸送イ ンフラのキャパ シテ ィを超 える部分 につ いては、サ

ハ リン州 以外 の港湾 を使用 した方が良い とい う見方 もなされ ている。いずれ にせ よ、パ

イプをは じめ とするサハ リンプロジェク ト関連の大 きな物流 のルー トや場所、手段な ど

については、輸 送に関する案件 を落札す る企業(国 際的な フォワーダー と目されている)

によって決定 され るこ ととなってい る。

③ 道内企業の取組み方策

以上みて きた ように、 サハ リンプロジェク ト等の本格 的な進展、及び それ らがもた ら

すサハ リン州 における経済 的な発展 に伴 って、サハ リン州をめ ぐる物流 が大 き く増大 し

てい こうと してい る。 しか しなが ら、 サハ リン州への道内(日 本)企 業 の進 出は決 して

活発で ある とは言えず、サハ リン州行政府へ の ヒア リングでは、 日本の合弁企業 は120

社 ほどあ るが、営業率 は30%以 下 と言われてい る。 また、商社への ヒア リング において

も、 日本企業はサハ リンへの進出に及 び腰 になってい るとの ことである。

この原 因 としては、サハ リン州 における合弁企業の失敗の経験、現在 の 日本 ・道 内企

業 の経営状況、価格、賃金、港湾使 用料 な どの面で国際的な競争力を持 つ韓 国や 中国 と
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い った国 ・地域 との国際競争 などが考え られ るが、 これ まで の道内企業 のサハ リン州 に

おける ビジネスのあ り方 として、 リス クを軽視 した安易 な取組み方であ った とい う指摘

もなされて いる。 とはいえ、道 内企業 としては、諸外 国 ・地域 のな かで最 もサハ リン州

に近い地域 であ り、物流 ・人流 に対応 で きる国際定期 フ ェリー の運航 といった優位性 を

活か し、サハ リン州 をめ ぐる大 きな動 きを 「追い風」 にするための取組みが期待 され る

ところである。具体的 には、以下の ような取組みが考 え られ る。

●2002年 中に実施 され、落札 企業が決定 するサハ リンー1、 サハ リンー2プ ロ

ジ ェク トに関する入札の動 向を注視 し、落札企業や、関連 するサハ リン州企

業、 国内企業 に対 する情報収集 と営業 を展 開。

● 北海道事務所、北海道 ビジネスセ ンター の開設 といったビジネス を展開 する

環境 も整い つつ あるなか、サハ リンプロジェク ト関連のみな らず、新 たなビ

ジネスチ ャ ンスに関す る情報収集 と、サハ リン州で のビジネスにお ける リス

クを十分 に考慮 した ビジネス展 開。

● 韓国や中国等との国際的な競争を見据えたコス トダウンや技術開発といっ

た取組み。

④ 北海道、サハ リン州、韓 国間の物流 ネ ッ トワー クに関す る検 討

ここでは、 想定 される北海道、サハ リン州、韓国間の物流ネ ッ トワークの将来展望 を

示す。

表7北 海道、サハ リン州、韓 国間の物流ネットワークの現状と将来展望

コンテナ航路

【現状】 ●釜山一北海道(苫 小牧、石狩湾新港、室蘭)航 路

●釜山一ワニノーコルサコフー(マガダン)航路

【将来展望】 ※新たな就航ルート、運航便数の増加、使用船舶の大型化

●釜山一北海道(石 狩湾新港)一 コルサコフーマガダン航路

●釜山一ワニノーホルムスク航路

フェリー航路

【現状】 ●稚内一コルサコフ航路

●小樽一ホルムスク航路

【将来展望} ※運航便数の増加、使用船舶の充実(コンテナ、乗客対応)

(航路は現状と同じ)

その他の海上輸送

【将来展望】 ※プロジェクト関連物資(パ イプ等)の 新たな輸送ルート

●北海道一サハリン州・プロジェクト生産現場

航空路

【現状】 ●ユジノサハリンスクー函館・新千歳

●新千歳一仁川

●ユジノサハリンスクー仁川・釜山

【将来展望】 ※運航便数の増加、使用船舶の充実(大 型化)、新たな航空会社の参入

(航路は現状と同じ)
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こうしてみる と、現状 にあ って も、北海道、サハ リン州、韓 国間 には、便数 が少 ない、

港湾等の結節点 におけ る問題 とい った課題 を抱えっっ も、3力 国 ・地 域間 において物流

ネ ッ トワー クは形成 されている と言 える。 そのなかで、重要な役割 を果 た している韓 国

船社 の動向である。韓 国船社へ のヒア リングにおいて も、物流需要 が増 大すれば、釜 山

一北海 道 一サハ リン州 とい う定期 コ ンテナ航路 の新 たなルー トを開設す る心積 も りはあ

る として い る。現状 にお ける3力 国 ・地域間 の物流ルー ト、輸 送手段等 の長所や短所 を

踏 まえなが ら、将来展 望で示 した ような利便性 の向上、新た な輸送ルー トの開拓 といっ

た物流ネ ヅ トワー クの充実 を図る ことが求め られ る。

⑤ 物流ネットワークの充実に向けた取組み方向

これ までみて きたよ うに、北海道、サハ リン州、韓 国 とい う3力 国 ・地域 間を巡 る情

勢 にお いては、サハ リンプロジェク トの本格的な進展、及び それ らがもた らすサハ リン

州における経済 的な発展 に伴 う物流 の増大 とい う、大 きなイ ンパク トを もた らす動 きが

あ り、物流 ネ ッ トワー クの充実 に向けては、 これ まで にない大 きな契機 であ るこ とは疑

いのない ところである。一方で、否定 的な見方 をすると、サハ リンプロジェク トとい う

「追い風 」があ りなが ら、 このまま手 を こまねいてい る と、道内企業 が この大 きな流れ

に取 り残 され、韓 国、 中国、欧米 の企業 に全部持 っていかれ るとい う懸念があ る。 この

地域 を取 り巻 く状 況の変化 として、中国の 「世界 の工場化」 とい う大 きな流れがあ り、

これ に対 して我が国のみな らず、韓 国 においても危機感 を強め る見方がな されてい る。

このような こ とにな らない ため にも、現在 ある北海道 を交 えた物流 ネ ッ トワー クの充実

を図ってい くこ とが重要で ある。

言 うまで もな く、国際 的な物流は、国際間 におけ るひ とつ ひ とつ の取 引か ら成 り立 っ

ている。サハ リンプロジェク トは、そ の取引 を量的 にも質的にも大 き く拡大 するきっか

けを もた らす ものであるが、 まさに取 引が行われている現場 であるサハ リン州にお いて

ビジネスを展 開 してい くこ とが、物流 の活性化 につなが ると言える。従 って 、北海道の

企業にあっては、 北海道事務所、北海道 ビジネスセ ンターの開設 といった ビジネスを展

開す る環境 が整いつつあるなか、サハ リンプロジェク ト関連 のみな らず、国際的な価格

競争力や リス クテイキ ング における消極性 とい った課題 を克服 し、サハ リン州 における

国際的な ビジネス を行 ってい くことが期待 され る。

現状 と しては、単純な価格 競争 では韓 国や 中国に対 して劣勢 であ るが、 逆に これ らの

国 ・地域 と連携 し、北海道の優位性 を生か した積極 的な取組みがな されて も良い と思わ

れる。具体的 には、道 内企業 に優位性 があ るとされ る寒冷地での技術、例えば、住 宅や

建築 といった分野 において、道内企業 がサハ リン州 にお けるビジネスチ ャンス を掴 んだ

上で、韓 国企業 に対 し技術協力 を行い、価格競争 力の面で強 い製造部分は韓 国で行い、

サハ リン州 の企業 に施工 を任せ、監理 を道内企業 が行 うとい ったビジネス展開が考え ら

れ る。
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図7北 海道、サハリン州、韓国間の物流ネットワークの現状と将来展望
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もちろん、 これ までの ような取引、例 えば 中古車や建設機械、野菜や果物の輸出 とい

った近接性 を生 か した取 引、即時性が求め られる取 引を拡大 してい く努力 もな され るべ

きであ る。いずれ にせ よ、北海道及び道内企業 と して は、北海道 と しての強み を磨 きつ

つ、 自 らの課題 を克服 し、韓 国やサハ リン州 と相互補完 的な役割 を担 うべ く、サハ リン

州での ビジネス展 開に取 り組 んでい くことが期待 され る。

おわりに

本稿では、今後北海道経 済の発展 を担 うIT産 業 と物流部門においてのグローバル対

応 を具体的 に検証 してみた。物流 にお いては、極 東 ロシア(サ ハ リン)、韓 国(釜 山)、

北海道 を結ぶ トライア ングルの構築 の必要性 と、IT産 業 に関 しては、台湾や韓国のIT

企業 とのア ライア ンスの重 要性 を強調 した。いずれの場合 において も、北海道 の立地優

位性 を最大限利用 し、 北東 アジア とい う広 い視野で もの ことを捕 らえ、 ネ ッ トワー クを

作 り上 げることが大事 になって くる。 自分 とは異なる相手 とネ ヅ トワー クを組む こ とに

よって北海道企業(あ るいは 日本企業全体)は プ レゼ ンスが弱 く、 スピーデ ィな意思決

定がで きない と言 う欠点 を克服で きるようになる。

特 に、韓 国企業 の特徴 は 「ぱ りぱ り(せ っかち)精 神」 に基づ くス ピー ドであ る。近

年韓国政府 は、 国策 と して ドラマ を東南ア ジアに売 り出 していて、 これ らの地域でかな

りの評判 を得 ている。ちなみ に韓 国では人気 ドラマは軒並み50%を 超 える高い視聴率を

超える。ただ、 日本 と違 うのは ドラマの最 中はコマー シャルが入 らない ことであ る。コ

マーシヤル は ドラマの前後 に(か な り長め に)入 るだけであ る。良い ところでコマーシ

ャルに入 って しま う日本の ドラマやバ ライテ ィ番組 が韓国人 にとってはい らい らの原 因

となる。 このせ っか ちな性格が ブロー ドバ ン ド普及世界一 に繋 が ってい るともいえる。

さ らにいう と、韓国企業の方が(日 本 企業 と くらべ)遙 か にプレゼ ンが うまい。か りに

中身が薄 くて も、 とにか く見た 目綺麗 で、派手 に しあげて しまう。勿論 多 くの韓 国企業

は、本文で議論 して きた ように、決 していい加減で、 中身薄ではない。む しろ大徳バ レ

ーの多 くのITベ ンチ ャー に見 られるよ うに
、 しっか りした技術 をべ一 スに製 品開発 を

おこな ってい る。北海道 企業 は こうした しっか りしたパ ー トナーを見つ けだ し、 アライ

ア ンス を組む ことに よって経営 のス ピー ドア ヅプ とプ レゼ ンの向上 を 目指 すべ きで あ

る。

既 に指摘 した とお り、韓国でのITベ ンチ ャーブームの契機 となったのは、1997年 の

金融危機 とその後 のIMF体 制であ る。 このIMF体 制 のも とで多 くの財閥企業が解体 さ

れ、その結 果 リス トラにあったた くさんの人材 がいわゆるベ ンチ ャー ブーム を作 ったの

であ る。実は、韓国はその前の年 に念願 のOECD加 盟 を果た し、先進国の仲間入 りを し

たばか りで、1997年 の国が倒 産する という事態は全 く想像 もで きなかった、まさ しく天

国か ら一気 に地獄 に落 とされ た出来 事だったので ある。 しか し当時韓 国に行 って、 いろ
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いうな人にあって話 をする と、IMFジ ョー ク とい うのがあ るとい うことを教 え られ た。

IMFを 文字 って、c`IamF."つ ま り私 は落第 生である とい う洒落であ る。それ もいろい

ろとバ リエー シ ョンが あって、IMFの おかげで首 になったよ。"IamFired,"あ なたは

大丈夫 ですか とい うと、私 は大丈 夫。"IamFine."な ど。これだ け厳 しい ときに笑い飛

ばせ る元気 があれ ば大丈夫だな と本気で思 った もので ある。 それ に比べて、今の 日本は

長引 く経済沈滞 の中で みんな元気 をな くし 「下向 き、 内向き、後 ろ向き」状態が続 いて

い る。 こうい うときこそ前 向 きに、 ピンチ をチ ャンスに変える強 さ と勇気 がほ しい もの

である。あ る意味、今 の 日本 は悪 い悪い といいなが らも何 とか食べてい ける状況が続い

てい る。 しか し、 この何 とか食 っていける状況が一番悪 いのであって、 知 らず知 らず に

蝕んで、死 んでい くことを意味 する。1997年 の韓国の ように国 自体 が倒 産す るとい う、

これ以上ない ような どん底 を味あわない と行 けないか も しれない。
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